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＜要 旨＞ 
本研究は、米国の大学に勤務するアジア系女性外国籍教員（Asian 

Female Foreign Faculty：AFFF）の在職意向と職務満足度の定量的把
握を目的とした。この背景には、海外で最終学位を得た日本人大学教員
には女性大学教員が多く、彼女たちの帰国を促す要因の手がかりを得
る意図があった。Collaborative on Academic Careers in Higher 
Education（COACHE）の 2012 年から 2020 年のデータを用いて分析し
た結果、AFFF の満足度は仕事上および個人的な教員交流の双方にお
いて米国籍白人教員より低く、仕事上の交流ではアジア系男性外国籍
教員よりも低いことが示された。AFFF の大学在職意向は不確実だが、
これは、外国籍教員全体にも共通する。また AFFF の在職意向は学部
への帰属意識などの適応に関連するが、これも他属性の教員と同様の
傾向である。よって AFFF は不安定なキャリア見通しの下で教員交流
の満足度及び帰属意識の低い状態にあり、これらは必ずしも AFFF 特
有ではないものの、所属大学からの移動を促す可能性が考えられる。ま
た、米国籍白人教員の職務満足度は高いが在職意向は弱く、アジア系外
国籍教員の職務満足度は低く在職意向が不確実であるなど、満足度と
在職意向の関係は属性（人種や国籍）によって異なる可能性が示唆され
た。 
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1．はじめに

外国で最終学位を取得した日本人大学教員には、人文・社会科学分野を専
門とする女性教授が多い（加藤 2023）。研究者の国際移動としては自然科学
系を専門とする若手の男性研究者が想起されやすいことから、この結果は
意外な印象を与える。もっとも、彼女たちの国外移動の背景は十分に説明さ
れていない。同結果を示した加藤（2023）は、留学および帰国の 2 段階の移
動における背景をプッシュ・プル理論により推察している。なおプッシュ・
プル理論は人口移動を説明する基本的な枠組みであり、プッシュ要因は移
動元から人々を押し出す要因であり、プル要因は移動先に人々を引きつけ
る要因である。まず、第 1 段階の国際移動は、多くの場合、大学院への留学
だと考えられる。このプッシュ要因には、日本の女性学生が国内大学院で学
ぶ際に、教員や男性学生から受ける差別的な扱いや理解不足による困難が
挙げられる（日本学術会議 2005）。日本の大学院拡充以前は女性学生が日本
の大学院で学ぶのは容易ではなかったと推察される。一方でプル要因とし
ては、欧米の大学院での女性学生受け入れと同時に教育・研究指導体制の充
実があり、彼女らの留学の意思決定を促したと考えられる。第 2 段階の移動
は留学後の日本への帰国である。この国際移動におけるプル要因としては、
日本の私立大学における人文・社会科学分野の学生数増加による、アカデミ
ック・ポジションの拡大が挙げられる（加藤 2023）。 

しかしこれらの推察は、留学決定時のプッシュ・プル要因と帰国時のプル
要因を対象にしており、帰国に至るプッシュ要因については考察されてい
ない。2 段階の要因は相互に関連することから、プッシュ要因も手伝って留
学に至った場合に、日本での大学教員ポストの増加は帰国の大きな誘因に
なると考えられる。しかし、留学先で満足度の高い就職機会に恵まれていれ
ば、帰国のプル要因としての日本での就職機会の価値は相対的に大きくな
いだろう。よって、プッシュ要因の存在が留学先から帰国を促すと考えられ
る。 

しかし、日本人女性大学教員が留学先から帰国する理由を一定規模の教
員を対象として直接的に把握するのは容易ではない。そこで本研究は同帰
国理由の考察に繋げるために、米国の大学に勤務するアジア系女性外国籍
教員（Asian Female Foreign Faculty: AFFF）を対象に、調査時点で彼女
たちが在職する大学での勤務継続意向（大学在職意向）と職務満足度の把握
を目的とする。もちろん、こうした分析は、AFFF が出身国に帰国する直接
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的な理由を明らかにするものではない。例えば、日本の大学教員として働く
以前に米国の大学で働いていたとは限らず、米国の大学離職後の勤務先は
米国内外の学術機関や産業界を含むため、帰国に直接繋がるとは限らない。
AFFF の出身国が明確でないため、日本人の動向は分からない。しかし
AFFF が所属する大学の在職意向と職務満足度の把握は、彼女たちの勤務
先大学の在職に影響するプッシュ要因の参考になると考えられる。 

米国の高等教育機関では教員の多様化が進む中で、先行研究は主に男性
教員の移動に焦点を当ててきた。これは、科学・技術・工学・数学（STEM）
分野において男性が多数を占め、かつこれら分野を政策的に重視する構造
的背景に基づいている。実際、2004 年の全米高等教育教員調査（NSOPF:04）
（National Study of Postsecondary Faculty: 2004。米国教育省の統計機関で
ある National Center for Education Statistics（NCES）が実施した、大学教
員に関する全国調査）によれば、STEM 分野に所属する教員のうち男性教
員の割合は理学分野では 79.2％、工学・コンピューターサイエンス分野では
84.2％であり、同外国籍教員の割合は、順に 17.2％、16.7％である。これら
は、STEM 分野における男性教員、また男性外国籍大学教員に研究の焦点
が当てられてきた背景を説明する。 

本研究は、米国の大学に勤務する AFFF に焦点を当てる。定量的な先行
研究において AFFF が取り上げられてこなかった理由の一つは人数の少な
さがあるだろう。実際、NSOPF:04 を見ると、大学教員全体のうちアジア系
／太平洋諸島系は 6.90％であり、白人は 82.50％を占めている。そのうち女
性教員の割合は、アジア系／太平洋諸島系は 34.2％、白人は 42.6％である。
また、非市民教員の割合は全体の 6.30％であり、アジア系／太平洋諸島系教
員のうち 32.0％を占める。さらに、米国生まれの教員が全体の 84.5％を占め
る一方で、アジア系／太平洋諸島系教員の多くは移民一世であり、米国生ま
れの割合は 20.6％にとどまっている。これらの統計を踏まえると、アジア系
／太平洋諸島系であり、女性で、かつ非市民である教員の割合はわずか
0.76％に過ぎない。これは、AFFF が極めて少数派であることを示している。
もっとも安定したポストや上位の職階に就くには多くの場合に永住権が必
要であるため、上位職ほど永住権を獲得している確率が高いことに留意す
る必要がある（Mamiseishvili and Lee 2018）。 

AFFF の特徴は、国籍・人種・性別における三重のマイノリティ属性を持
つことであり、米国社会および高等教育機関において、さまざまな偏見や制
度的障壁に直面している（Hu and Chen 2021、Kim 2020）。一般的には AFFF
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は米国の大学において注目されにくい存在である。筆者の知る限り、AFFF
に特化した研究は限られており、特に彼女たちの大学在職意向や職務満足
度を定量的に分析した研究は管見の限り存在しない。これは、AFFF が米国
の教員全体に占める割合が少なく、周縁化されていることが一因と考えら
れる。またアジア系女性は、一般的に勤勉で控えめであり、犯罪率も低いと
されることから、男性が支配的な社会構造の中で都合の良いマイノリティ
（モデル・マイノリティ）としてとして扱われる傾向があり、AFFF にも当
てはまる。しかし、AFFF は、米国での教育・研究活動を通じて、出身国と
は異なる学術環境を直接経験し、異なる人的ネットワークを持つことから、
彼女たちは出身国の大学の国際化や教育改革に対して、重要な影響を及ぼ
す可能性を持つ。他方でステレオタイプ化は、彼女たちが抱える複雑な課題
や経験を見えにくくしてしまう。また彼女たちを単なる脆弱な集団として
捉えることは多様な側面を見逃すことに繋がる（Deuchar 2022）。よって、
その眼差しには留意が必要である。

米国の大学で働く外国籍教員の中には、出身国への帰国を含む移動を希
望する者が少なくないと推察される。こうした意向は、米国での孤立感
（Wang et al. 2015）や、研究生産性が高いにもかかわらず終身在職権（テ
ニュア）への昇進など職場での評価が実力に基づいていないと感じること
など（Ryan et al. 2012、Kim 2020）、複数の要因が絡み合う複雑な心理的・
制度的背景によって形成される（Sabharwal and Varma 2016）。よって、雇
用機会に対する属性別の認識についても慎重に考察する必要がある。仮に、
大学での雇用機会において白人教員に有利な選好がある場合、彼らはより
自由に移動を選択できる。一方で、アジア系教員は、白人男性が優位に立
つ学術市場において、自らの移動可能性が低いと認識することで、移動意
向そのものを抑制する可能性がある。つまり、制度的な不平等が、移動の
意欲にまで影響を及ぼすことも考えられる。

本稿の構成は以下の通りである。次節では、先行研究のレビュー結果につ
いて述べ、第 3 節では手法を述べる。第 4 節では分析結果を提示し、最終節
において考察および結論を示す。 
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2．文献レビュー 

本節ではまず、大学教員の職務満足度を他職業との比較や性差も含めて
述べる。また、職務満足度と教員の流動性との関係についても論じる。さら
に、外国籍女性教員に焦点を当て、彼女らの大学での経験や職務満足度に関
連する研究を整理する。 

2.1 職務満足度 
まず、大学教員が何を重視し、何によって満足度が高まるのかを見よう。

博士号取得者のうち大学教員職を志望する者は、志望しない者よりも、知的
探求、独立性、創造性を重視し（Waaijer 2016）、給与や安定性を相対的に
重視しない傾向がある（Balsmeier and Pellens 2014）。端的には、アカデミ
アを選ぶ博士は外的誘因よりも内的誘因を重視する。しかし最近では、アカ
デミアの労働条件が世界的に悪化しているため、賃金や安定性の面でアカ
デミアでの仕事に対する満足度が他の職業よりも低いことが指摘されてい
る（Yang and Fumasoli 2024）。

大学教員の職務満足度には、他の職業との共通点と相違点がある。米国で
は、公正な賃金や同僚からの尊敬が満足度を高めるという共通点があり、大
学という職業に特有のテニュア制度や、公共サービスに対する貢献度合い
の大きさが満足度に影響する点で、大学教員は他の行政職や専門職とは異
なる（Bozeman and Gaughan 2011）。大学教員の具体的な職務満足度は、職
務の裁量、専門職としての名声、研究時間、大学の資源に加え、賃金、余暇、
家族と過ごす時間により説明される（Bozeman and Gaughan 2011、Bentley 
et al. 2013）。職務満足度には職務に関する内的・外的要因に加えて、家庭の
要因も含まれることが分かる。 

大学教員の職務満足度には性差がある。女性教員は男性教員よりも職務
満足度が低い（Webber and Rogers 2018）。女性教員の賃金の低さは、満足
度や職務の継続にも影響する（Hagedorn 1996）。もっとも職務の継続には
職場風土も影響する。女性教員は、ワークライフバランスよりも職場風土を
重視し、それを理由に退職を検討したり退職に至ったりすることが多い
（Spoon et al. 2023）。米国の大学では、採用や定着（Aguirre 2000）、職階、
大学での役割（Fox 2005）にも男女差が見られ、女性教員は男性教員に比べ
て、研究業績が少なく、研究型大学に所属する確率が低く、教育的な仕事を
引き受けやすい（Mamiseishvili 2010）。これらは満足度に影響すると考えら
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れる。しかし、研究業績における性差は小さくなりつつある（Sax et al. 2002）。
このことは、男女間の賃金差や大学での役割の差を縮め、組織間の流動性や
満足度に影響を与える可能性がある。 

2.2 職務満足度と在職 
大学教員の職務満足度と流動性は、複数の理論により説明される。

Hagedorn (2000)によれば、教員の職業に対する満足度は、媒介要因
（Mediator）と契機（Trigger）から説明される。媒介要因には、誘因（賃
金など）、属性（人種、性別、専攻分野、大学の種類など）、環境（同僚との
関係や組織文化など）が含まれる。契機には、ライフステージ、テニュア転
換、組織の移動などが含まれる。媒介要因と契機は、いずれも満足度に影響
を与える。例えば、既婚の教員は未婚の教員よりも職務満足度が高いが、職
務転換や大学間の移動は満足度を低下させる（Hagedorn 2000）。しかし、媒
介要因、契機、満足度の間には複雑な関係が存在すると考えられる。例えば、
媒介要因である属性や同僚との関係が満足度に影響を及ぼし、その結果と
して大学を移動するときに、次はその移動が媒介要因としての新たな職場
環境と相まって職場満足度を形成・変容させることに繋がる。したがって、
これら 3 者は入れ子構造が存在したり、ダイナミックに変化する可能性が
ある。 

Lawrence et al.（2014）によれば、大学教員の組織移動は、組織均衡理論、
期待理論、動機づけの認知理論など複数の理論によって説明される。組織均
衡理論では、組織の移動から得られる利益が在職から得られる利益よりも
大きい場合に転職が選択される。プッシュ・プル理論は、知的労働者の移動
を研究する際によく用いられ（Kim et al. 2020）、在職と転出は、満足度に
よって決定される。期待理論によれば、現状認識のみではなく、それを基に
した個人の期待が職務満足度や合理的意思決定に影響を与える（Holtom et 
al. 2008）。これら理論が複雑に関連して組織移動の現象を説明する。 

大学教員のキャリア形成に関連する学術的な組織移動については、これ
まで多くの研究が行われてきた。一般的に、研究業績が多い教員は、より評
価の高い研究機関へ移動したり、地方から都市部へ移動したりする
（Sugimoto et al. 2017）。こうした移動は、教員の職務満足度とも密接に関
係しており、年齢や性別などの属性によって影響を受ける可能性がある。た
とえば、女性教員は男性教員に比べて移動の機会が限られている（Yan et al. 
2020）。 
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本研究で扱う外国籍大学教員の組織移動を見よう。大学教員による組織
移動と職務満足度の関係は複数の実証研究によって示されている。Kim et 
al.（2012）は、Collaborative on Academic Careers in Higher Education 
（COACHE）を含む複数のデータセットを用いて、外国籍教員の将来的な
キャリアの不確実性と職務への不満が、所属する大学の在職意向を最もよ
く説明すると結論づける。同じく COACHE のデータを分析した Lawrence
ら（2014）は、研究型大学の STEM 分野に勤務するアジア系助教を対象に、
在職意向の違いに関連する要因を検討した。その結果、大学在職意向が強い
者は、研究時間に対する満足度が高く、所属組織へのコミットメントも強い
傾向が見られた。一方で、在職意向が弱い者は、評価や昇進における実力主
義の欠如や制度の不公平さに対する不満を抱いていることが明らかとなっ
た。もっとも彼らの分析における女性比率は 0.24 のため、この結果は主に
男性の傾向と見なされる。しかし、2003 年から 2013 年までの米国のテニュ
アトラック教員の実際の流動性を分析した Kim et al.（2020）では、外国生
まれの教員と米国生まれの教員の間で、他大学や他業界への流動性に差は
なく、個人的属性や家族要因は移動意向に影響しないことが示されている。 

2.3 外国籍教員の経験 
近年、米国の大学に勤務する外国籍教員に関する研究が増加している。そ

の背景には、研究力向上を目的とした雇用や留学生の増加などの複数の要
因を通じた、外国籍教員数の増加がある（Yoon and Hong 2021）。外国籍教
員の特徴としては、米国の同僚よりも研究業績が多いにも関わらず、テニュ
アを得る可能性が低く 研究ネットワークから疎外されていると感じたり、
同僚との交流に不満を感じる傾向がある（Lawrence et al. 2014）。またアジ
ア系教員は、管理職に就く可能性が米国生まれの白人教員と比べて低いこ
とも指摘されている（Kim et al. 2020）。外国生まれの大学教員は、意思決
定への関与が少ないなど米国籍教員よりも不満を抱く傾向がある一方で、
職場環境、同僚との交流、および仕事のやりがいに関しては、必ずしも強い
不満を示さない（Mamiseishvili et al. 2014、Mamiseishvili and Lee 2018）。 

女性外国籍大学教員を対象とした知見も徐々に蓄積されている。多くの
文献は差別や抑圧について論じているが、必ずしも一致した結論を導いて
いるわけではない。先駆的な研究である Skachkova（2007）は、米国に移住
し研究型大学で勤務する 34 人の女性外国籍教員へのインタビュー調査を通
じて、多くの教員が職場内の交流から排除され、大学関係者による抑圧を感
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じていることを明らかにした。その結果、彼女たちは移民としては成功を収
めているが、アカデミック・キャリアにおいては成功していないと認識して
いることが示された。他方で、Sang et al.（2013）は、イギリスに移住した
女性教授は、人種と性別の二重の困難を抱えながらも、自分たちの人生とキ
ャリアは成功したと考えていると結論づけている。Mamiseishvili（2010）は、
NSOPF:04 のデータセットを用いて分析をした結果、外国生まれの女性教授
は米国生まれの女性教授と比べて、研究活動に多くの時間を割き研究業績
も豊富だが、教育活動への関与は限定的だと結論付ける。 

AFFF に焦点を当てた研究も近年発表されている。Yoon and Hong（2021）
は、米国のアカデミアでは白人男性が圧倒的に優位なため、AFFF は強い疎
外感を持ち、周囲から目立つことを避けるために同化を選択する傾向があ
ると述べる。Kim（2020）は、批判的人種理論に基づくオートエスノグラフ
ィーの手法を用いて、外国生まれの女性大学教員を分析し、同僚よりも 2 倍
働かなければ対等とみなされないと考えるなど、米国高等教育に蔓延する
人種差別を報告している。差別的な態度は学生にも見られる。学生たちは、
AFFF の英語の発音に対して否定的なコメントをするが、これは男性もし
くは白人外国籍教員よりもあからさまに行われる。Hu & Chen（2021）は
AFFF の努力による解決と同時に、AFFF に対する理解と寛容さが必要だ
と述べる。 

前述のような背景を基に、以下の3つの調査設問（Research Question: RQ）
を設定した。 

他属性を持つ大学教員と比較して、 

RQ1：AFFF は現在所属する大学に在職する意向が弱いのだろうか 
RQ2：AFFF の職務満足度は低いのだろうか 
RQ3：AFFF の大学在職意向と職務満足度の関係は異なるのだろうか 

なお全ての RQ は AFFF に関連することから属性としての媒介要因を含
み、職務満足度や契機（大学在職意向）との関係を検証する。具体的には、
RQ1 は媒介要因と契機との関係を、RQ2 は媒介要因と職務満足度との関係
を、RQ3 は 3 者（媒介要因、契機、職務満足度）の関係を分析する。 
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3．方法 

本研究では、COACHE（Mathews et al. 2019）から、 2022 年 10 月に取
得したデータを使用する。COACHEはハーバード大学教育大学院が主導し、
米国大学教員の職務経験や満足度を調査・分析するプロジェクトである。同
データセットの使用を選択したのは、大学教員の属性や在職意向および職
務満足度などに関連した変数があり、研究者からの申請に基づいてデータ
が提供されるためである。なお本研究の外国籍教員は居住外国人と非居住
外国人の両方を含み、本研究で必須の国籍に関する回答は、118,943 件（回
答率 48.95％）であった。CAOCHE のデータと米国大学教員の全体像との一
致具合を把握するため、NSOPF:04 のデータとの比較を試みた。2 つのデー
タセット間で値ラベルが異なるため若干の調整を加えたところ、データセ
ットの順に、女性比率は 41.64％と 42.50％、教授比率は 31.53％と 35.02％、
そしてアジア系または太平洋諸島系の比率は各 12.74％と 6.90％だった。こ
のように 2 つのデータセットの差は一部で認められたが、アジア系教員の
差異は近年の増加を受けた調査時点の差とも捉えられる。

本研究では AFFF の特徴を把握するために、他の属性群を設けた。具体
的には、人種（アジア系／白人）、性別（男性／女性）、国籍（外国籍／米国
籍）による分類に基づき、他に 4 群を設けた。1 つは国籍のみ異なる群（ア
ジア系女性米国籍教員）、もう 1 つは性別のみ異なる群（アジア系男性外国
籍教員）である。さらに、人種と国籍の異なる白人女性米国籍教員と、3 種
の属性全てで異なり、米国大学で最も支配的な群と想定される白人男性米
国籍教員という 2 群も加えた。 

RQ1 と RQ2 にて AFFF と他群を比較する場合、本研究では分散分析と
ボンフェローニによる多重比較を用いて群間の差異を検証する。RQ3 にお
ける満足度と大学在職意向の関係を検討する際には、満足度の違いが大学
在職意向のカテゴリー（不確実群、または大学在職までの期間を答えた確実
群）とどのように関係するのかに着目し、群間での違いを比較する。 

本分析で使用するデータのうち大学在職意向には、「わからない」（Don’t 
Know：DK）を選択した回答者が一定割合存在する。DK は欠損データとし
て扱われ、中立性や不確実性を示している。DK を分析から除外することで、
正確な結果が得られると考えられる（Rubin et al. 1995）。広範な DK は大量
の欠損データにつながり、研究結果の妥当性を脅かすため、DK と回答され
ることを避けることが望ましい（Denman et al. 2018）。しかし、本分析で取
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り上げた在職意向は、キャリアの不確実性が高い状況を示している可能性
がある。そこで本研究では、DK を分析から排除せずに、参加者の不確実な
意図を示すものとして扱う。  

4．分析結果 

本節ではまず、AFFF の特徴について述べる。その後に群間の在職意向比
較を含めた記述統計を示す。続いて、仕事上もしくは個人的な教員交流の満
足度を群間で比較し、最後に、大学在職意向と職務満足度との関係を群間で
比較する。 

4.1 大学教員属性 
大学教員属性の記述統計を表 1 に示す。職階以外は 91,511 件が対象であ

る。最も多いのは、男性、白人、米国籍、 テニュアの被付与者、准教授以
上の教員である。米国籍の白人男性教員が多い（49.14％）ことから、分析に
は量的な違いが影響する。この影響を避けるため、Mamiseishvili（2010）で
は、教育機関の種類と教員の属する分野別に層化ランダムサンプリングを
実施している。しかし、本研究では、規模や構成が異なる群としての違いを
含めた理解を目的とするため、規模による調整をせずに分析を行う。 

表 1 大学教員属性 

変数 観察数 平均値 標準偏差 最小 最大 内訳 

性別 91,511 1.52 .50 1 2 1=女性、2=男性 

人種 91,511 1.92 .27 1 2 1=アジア系、2=白人 

国籍 91,511 1.11 .49 1 4 1＝米国籍、3＝居住外国人、 
4＝非居住外国人 

テニュア 91,511 2.37 .82 1 3 1=非テニュア、2 = テニュア・ 
トラック、3 = テニュア

職階 91,508 3.09 1.40 1 9 
1＝講師・インストラクター、 
2＝助教、3＝准教授、4＝教授、 
5＝その他、9＝不詳 
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表 2 は大学教員の職階やテニュアの付与状況を示している。アジア系外
国籍教員の過半数は助教であり、これは男女ともに共通している（順に
55.95％、56.56％）。白人米国籍教員に占める助教割合と較べて、女性の場合
は約 2 倍であり、男性の場合は約 3 倍である。逆に、アジア系外国籍教員
に占める教授の比率は男女ともに低い（順に 8.66％、4.15％）。アジア系外国
籍教員の性差を見ると、女性教授の割合は男性の半分以下など、男性の方が
高い地位を占めている。アジア系外国籍教員のテニュア率は男女とも低く
（順に 31.31％、25.88％）、米国籍教員の半分以下である。それに対して、テ
ニュア・トラックの割合は大きい（順に 49.69％、47.83％）。もっとも、平均
勤続年数も異なる。男女を問わず、アジア系外国籍教員の場合の平均的な採
用年は 2010 年以降であり、白人米国籍の教員のキャリアよりも男女各約 10
年および 7 年短い。よって、アジア系外国籍教員はより近年になって採用さ
れたことにより職階が低い可能性も推察される。前述のように高職階の場
合は米国籍を取得している可能性も考えられる。非テニュア教員として雇
用される割合は、国籍よりも性別との関連が強く、女性で 20％以上、男性
で 20％未満である。 

家族構成を見ると、男性の既婚割合は 8 割を超え、いずれも 7 割台の女性
より 10 ポイント以上多い。女性では、米国籍のアジア系女性教員の割合が
他の女性群より 6 ポイント高いのに対し、男性では、アジア系外国籍教員
の既婚割合が白人男性米国籍の教員より 5 ポイントほど高い。子どものい
る割合は、アジア系男性外国籍教員の割合が最も多く（69.83％）、アジア系
米国籍女性教員（59.14％）が続く。AFFF に子どもがいる割合（52.14％）
は白人米国籍教員と同程度に少ない。 
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表 2 表タイトル職階、テニュアポジション、家族の群間比較 

合計 AFFF 
アジア系
女性米国籍 
教員

白人女性 
米国籍教員 

アジア系
男性外国籍 
教員

白人男性 
米国籍教員 

観察数 91,508 1,685 2,916 39,185 2,747 44,975 

職階 
（%） 

教育担当講師 9.42 11.51 7.72 12.62 4.73 6.95 
助教 23.98 56.56 30.28 26.65 55.95 18.07 
准教授 29.21 22.85 33.81 30.83 25.85 27.96 
教授 33.85 4.15 24.01 25.58 8.66 44.34 
その他 .85 .95 .89 1.1   .47   .65   
特定せず 2.69 3.98 3.29 3.22 4.33 2.03 
合計 100 100 100 100 100 100 

テニュア 
（%） 

テニュア 59.13 25.88 52.57 52.21 31.31 68.53 
テニュア・トラック 19.11 47.83 24.11 19.91 49.69 15.15 
非テニュア 21.76 26.29 23.32 27.88 19.00 16.32 
合計 100 100 100 100 100 100 

採用年 2002.42 2010.81 2005.91 2003.79 2010.38 2000.22 
既婚・パートナーあり（%） 79.13 72.00 78.44 72.79 88.93 84.29 
子供あり（%） 52.18 52.14 59.14 50.22 69.83 52.32 

4.2 大学在職意向 
現所属大学の職務継続意向については、在職意向の期間区分に応じて、5 

段階のリッカート尺度（1 = 5 年以内、2 = 5 年以上 10 年未満、3 = 10 年
以上、4 = わからない、5 = 答えない）で質問している。テニュア・トラッ
ク教員に対する質問には、「テニュアを付与されたと仮定して」とある。な
お非テニュア教員は任期が付く可能性が高いため、参考と位置付ける。在職
期間の回答結果を図 1 に示す。この結果からは、「わからない」と答えた回
答者（以下、「不確実」と称す）の多さが分かる。テニュア教員の場合、ア
ジア系外国籍教員の不確実割合が多く（48％以上）、アジア系女性米国籍教
員（42.68％）が続く。白人米国籍教員の同割合は、男女ともに 35％以下で
ある。テニュア・トラック教員の不確実割合は、国籍に関係なくアジア系女
性教員で多く（48％以上）、これは米国籍白人教員より約 9 から 10 ポイント
多い。米国籍のテニュア教員と非テニュア教員における不確実の割合はほ
ぼ同じである。アジア系外国籍教員は性別に関係なく、テニュア教員の不確
実割合が非テニュア教員よりも約 3 ポイント高い。
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多くのアジア系大学教員の在職意向が不確実なのは、質問に明確に答え
ない文化による可能性がある（Yum 1988）。そこで、アジア系を除いた外国
籍教員の回答傾向を見たところ、テニュア、テニュア・トラック、非テニュ
アの在職意向が不確実な割合は、各 43.26％、48.98％、43.58％であった。テ
ニュア状況により違いはあるが、いずれにしても 4 割を超える数値であり
不確実の割合が大きい。したがって、このような傾向はアジア国籍の教員に
のみ見られるものではなく、外国籍教員に共通する傾向であると考えられ
る。

現在所属する大学に在職する期間を年数で答えた回答者を見ると、その
期間は、テニュアの状態や、人種や国籍によって違いが見られる。テニュア・
トラック教員は最も長い（10 年以上の）在職年数を選ぶ割合が大きい。テ
ニュア・トラック教員は、テニュアを目指している最中であり、 現在の大
学に長期的にとどまる希望を抱くことは当然とも考えられる。最も安定し
たポストであるテニュア教員のうち、所属する大学の在職年数を 10 年未満
と答えた教員は、米国籍の白人教員に多く、女性の 35％以上、男性の 40％
近くを占める。これに対して、アジア系教員のうち同様に 10 年未満の在職
を希望する割合は約 20％である。非テニュア教員について見ると、白人米
国籍教員のうち 10 年未満の在職を希望する比率は約 35％であり、アジア系
外国籍男性教員の比率は 30％近くだが、アジア系女性教員の場合は 25％程
度である。

つまりこれら傾向からは、テニュアとテニュア・トラックの AFFF の半
数近くが在職意向を不確実と回答し、他属性の外国籍大学教員と同程度に
不確実な在職意思を抱えていると判断される。在職意向の短さを明確に示
すのは、むしろ白人米国籍教員である。よって在職意向の示し方に人種や文
化による違いがある可能性も推察されるため、明確な意思表示がない点を
慎重に解釈する必要が考えられる。 
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注：横軸の上段の数字は、人種、性別、国籍の群を示す（1=AFFF, 2=アジア系女性米国籍教員, 
3=白人女性米国籍教員, 4=アジア系男性外国籍教員, 5=白人男性米国籍教員）。下段の数字は
大学教員数を示す。職階が高いほどテニュア率が高い。全体のデータでは、講師・インスト
ラクターの 92.29％が非テニュア、助教の 69.07％がテニュア・トラック、准教授と教授の各
84.18％と 94.88％がテニュアである。

図 1 大学在職意向の割合 

大学在職意向の平均値と群間の違いを表 3 に示す。なお在職意向は、不確
実群と年数が述べられた群（以下、確実群と称す）の 2 群に分類し、確実群
については、上記と同じ分類（1＝5 年未満、2＝5 年以上 10 年未満、3＝10
年以上）を用いた。なお、「答えたくない」を選択した回答者を除いたため、
意向の割合は図 1 と若干異なる。不確実群の意向を見ると、アジア系女性教
員の意向は、国籍に関係なく、米国籍白人教員の意向とは有意に異なる。こ
の傾向はすべてのテニュアポジションで一貫している。なお確実群では
AFFF が他群と有意に異なる傾向は見られない。AFFF はテニュア・トラ
ック（2.40）の意向が最も長く、次いでテニュア（2.24）、非テニュア（2.11）
であった。ちなみに、アジア系男性外国籍教員は、不確実群も確実群も白人
男性米国籍教員と有意に異なる。 
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表 3 群間の大学在職意向の違い 

テニュア テニュア・トラック 非テニュア 

平均値 標準偏差 有意差 平均値 標準偏差 有意差 標準偏差 SD 有意差 

不確実群 .34 .47 .44 .50 .35 .48 

AFFF .52 .50 3***, 5*** .54 .50 3***, 5*** .48 .50 3***, 5*** 
アジア系女性
米国籍教員 .47 .50 3***, 5*** .51 .50 3***, 5*** .45 .50 3***, 5*** 

白人女性
米国籍教員 .35 .48 .44 .50 .35 .48 4***, 5** 

アジア系男性
外国籍教員 .53 .50 5*** .48 .50 5*** .49 .50 5*** 

白人男性
米国籍教員 .32 .47 .42 .49 .32 .47 

確実群 2.10 .86 2.51 .79 2.17 .86 

AFFF 2.24 .86 2.40 .83 2.11 .90 
アジア系女性
米国籍教員 2.29 .83 3***, 5*** 2.42 .83 2.29 .84  4**, 5*** 

白人女性
米国籍教員 2.11 .85 4***, 5*** 2.52 .78 4** 2.19 .85 4*** 

アジア系男性
外国籍教員 2.30 .86 5*** 2.42 .85 5** 1.92 .92 5*** 

白人男性
米国籍教員 2.07 .86 2.53 .78 2.14 .87 

* p < .10、** p < .05、*** p < .01

4.3 職務満足度 
学部への適応、教員交流、教育・研究・奉仕活動に費やす時間の 3 つのタ

イプの満足度を分析した。参加者は、1（非常に不満）から 5（非常に満足）
までの 5 段階のリッカート尺度で満足度を評価するよう求められた。この
中で AFFF に特徴的な傾向が認められたのは、教員交流による満足度だっ
たため、その結果を表 4 に示す。AFFF は米国籍の白人教員に比べ、仕事上
でも個人的な交流でも満足度が低い。これはテニュア教員、テニュア・トラ
ック教員のいずれとの交流においても同様である。さらに、仕事上の交流に
対する満足度は、アジア系男性外国籍教員より有意に低い。また AFFF と
同様に米国籍のアジア系女性教員の満足度も低く、特に米国籍の白人教員
に比べて、仕事と個人的交流の両方に対する満足度が低い。仕事と個人的交
流の両方で最も満足度が高いのは米国籍の白人男性教員であり、これは他
群と有意な差がある。
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表 4 教員交流への満足度 

仕事上の交流 個人的な交流 
平均値 SD 有意差 平均値 SD 有意差 

テニュア教員
との交流

合計 3.81 1.02 3.74 1.00   

AFFF 3.59 1.08  3***, 4***, 5*** 3.58 1.04  3***, 5*** 

アジア系女性 
米国籍教員 3.59 1.04  3***, 4***, 5*** 3.55 1.01  3***, 4***, 5*** 

白人女性 
米国籍教員 3.78 1.04  5*** 3.74 1.01  4**, 5*** 

アジア系男性 
外国籍教員 3.72 .98  5*** 3.67 .97  5*** 

白人男性 
米国籍教員 3.86 .99 3.76 .98 

テニュア・
トラック教員
との交流

合計 3.89 .94 3.78 .94 

AFFF 3.65 1.03  3***, 4**, 5*** 3.62 1.03  3***, 5*** 

アジア系女性 
米国籍教員 3.70 .98  3***, 5*** 3.63 .97  3***, 5*** 

白人女性 
米国籍教員 3.90 .95  4***, 5*** 3.81 .95  4***, 5*** 

アジア系男性 
外国籍教員 3.75 .94  5*** 3.70 .94  5*** 

白人男性 
米国籍教員 3.92 .92 3.78 .93 

SD = 標準偏差、* p < .10、** p < .05、*** p < .01 

4.4 大学在職意向と職務満足度 
大学在職意向と職務満足度の関係を表 5 に示す。大学在職意向は、現在の

大学での在職を予定する期間を、10 年未満、10 年以上、不確実の 3 つのカ
テゴリーに分類した。またここでは、非テニュア教員の任期制を考え、テニ
ュア教員とテニュア・トラック教員の 2 群を対象とした。職務満足度の 3 つ
のカテゴリーには、部局への帰属意識、教育に費やす時間、研究に費やす時
間を含めた。

その結果、これら満足度と大学在職意向は関係し、3 種類の指標の満足度
が高い場合に 10 年以上という、3 群では最も長い在職期間を示す。全群に
共通して帰属意識と在職意向に統計的に有意な差異が示されたため、帰属
意識と大学在職意向が関連することが分かる。他方で AFFF のテニュア教
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員では教育と研究の双方の満足度で、テニュア・トラック教員では研究のみ
在職意向の違いが示されなかった。女性教員の在職意向の研究による違い
は示されないが、男性教員では示される傾向がある。 

次に興味深い特徴として、10 年以上在職すると回答する群が一番高い満
足度を示すのは全群で共通するものの、アジア系は在職までの期間不確実
群の満足度が 10 年未満群よりも若干高いのに対して、白人米国籍教員の場
合は 10 年未満群よりも期間不確実群の満足度が若干低い。これは、不確実
に対する意味づけが人種や文化的に異なる可能性を示唆している。 

表 5 大学在職意向と職務満足度 

大学在職 
意向 10年未満 10年以上 不確実 大学在職 

意向 10年未満 10年以上 不確実 

AFFF 平均 SD 平均 SD 平均 SD アジア系 
女性米国籍 平均 SD 平均 SD 平均 SD

テニュ 
ア教員 

帰属*** 3.31 1.12 4.15 .82 3.42 1.09 帰属*** 3.44 1.23 4.00 1.00 3.47 1.15 
教育 3.46 1.00 3.95 .92 3.66 .95 教育** 3.75 1.02 3.94 .89 3.56 .99 
研究 3.04 1.13 3.34 1.17 3.17 1.13 研究 3.33 1.16 3.39 1.18 3.14 1.21 

テニュ 
ア・ト 
ラック 
教員 

帰属*** 3.43 1.29 4.26 .76 3.73 1.02 帰属*** 3.03 1.34 4.21 .99 3.53 1.21 
教育*** 3.41 1.15 3.92 .86 3.58 1.01 教育* 3.39 1.09 3.91 .89 3.47 .94 
研究 3.29 1.21 3.56 1.10 3.36 1.18 研究 2.97 1.27 3.41 1.16 3.20 1.15 

白人女性 
米国籍 

10 年未満 10 年以上 不確実 アジア系 
男性外国籍 10 年未満 10 年以上 不確実

平均 SD 平均 SD 平均 SD 平均 SD 平均 SD 平均 SD 

テニュ 
ア教員 

帰属*** 3.60 1.30 4.09 1.07 3.55 1.24 帰属*** 3.38 1.20 4.26 .76 3.60 1.00 
教育*** 3.90 .97 4.03 .86 3.75 .96 教育* 3.59 1.04 4.04 .94 3.78 .89 
研究 3.14 1.20 3.17 1.20 3.00 1.20 研究 3.57 1.13 4.02 1.06 3.73 1.05 

テニュ 
ア・ト 
ラック 
教員 

帰属*** 3.29 1.35 4.23 .90 3.69 1.14 帰属*** 3.40 1.19 4.31 .72 3.86 .95 
教育*** 3.61 1.07 3.99 .87 3.65 .96 教育*** 3.52 1.07 4.17 .77 3.86 .84 
研究 2.99 1.21 3.34 1.14 3.08 1.16 研究*** 3.49 1.20 4.13 .86 3.86 .94 

白人男性 
米国籍 

10 年未満 10 年以上 不確実 

平均 SD 平均 SD 平均 SD 

テニュ 
ア教員 

帰属*** 3.69 1.24 4.17 1.00 3.62 1.23 
教育*** 4.07 .89 4.17 .80 3.89 .90 
研究*** 3.61 1.13 3.63 1.15 3.44 1.19 

テニュ
ア・ト 
ラック 
教員 

帰属*** 3.32 1.33 4.26 .90 3.72 1.15 
教育*** 3.63 1.04 4.11 .80 3.78 .89 
研究** 3.23 1.21 3.67 1.12 3.41 1.15 

SD = 標準偏差、* p < .10、** p < .05、*** p < .01 
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5．結論と考察 

本研究は、米国の大学で勤務する AFFF の大学在職意向と職務満足度の
特徴を、人種、性別、国籍が異なる大学教員と比較して定量的に把握するこ
とを目的とした。AFFF に注目する理由は、海外で最終学位を得た日本人大
学教員に関連する。具体的には、日本の大学教員のうち外国学位を持つ教員
には女性教授が多いにも関わらず、彼女らの帰国を促すプッシュ要因が十
分に検討されていなかったことから、これを考察する一助になることが期
待された。同時に本研究は、Kim（2020）や Hu and Chen（2021）などの米
国大学における AFFF の経験や認識を定性的に分析した先行研究を補足す
るものであり、外国籍教員と米国籍教員の機関移動には大きな差がないこ
とを示した Kim et al.（2020）など近年の研究に対して改めて検討する意図
も含んでいた。 

COACHE を用いた分析の結果、AFFF は現在所属する大学からの明確な
移動意思を示さず、半数近くが、現所属大学に勤務し続ける意向が不確実で
ある状況が示された（RQ1）。質的分析によれば、移民一世のアジア系女性
教員は、米国にどれだけ長く滞在しても、文化が大きく異なるために、常に
不確実で不安定な状況にある（Hu and Chen 2021）。しかし本研究では、所
属大学での勤務継続意向に関する不確実性は、AFFF のみでなく、アジア系
男性外国籍教員にも当てはまり、アジア系以外の外国籍教員全体にも共通
していた。これは、母国への帰国など選択肢が多いためと考えられる。しか
し意外なことに、米国籍の白人テニュア教員は現在所属する大学に対する
在職意向が弱い。以下に述べるように最も満足度が高いにもかかわらず、で
ある。この結果は、Lawrence et al.（2014）の先行研究で示されるように、
満足度が高いほど在職意向が強いと結論付けられる結果とは整合的ではな
い。これは、彼らが不満を明確に表明しやすい、もしくは大学移動をしやす
い状況に影響されていると推察される。 逆に言えばアジア系教員は移動に
困難を感じるがゆえに、白人米国籍大学教員が示す強い移動意図とは対照
的に、不確実な意向として抑制的に示されると推測される。組織移動は、留
まるか去るかの利益に基づく組織均衡やプッシュ・プルなど様々な理論で
説明されるが、人種が意思決定に大きく影響する可能性がある（Dupree and 
Boykin 2021）。よって、大学教員の場合には、在職意向は利益や期待だけで
なく、労働市場の人種選好にも影響されると考えられる。 

本分析結果からは AFFF の職務満足度の低さも示された（RQ2）。他群と
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較べて、特に教員交流に対する満足度が低い。具体的には、AFFF は、米国
籍白人教員と較べて個人的および仕事上の両方の教員交流に対する満足度
が低く、またアジア系男性外国籍教員よりも仕事上の交流に対する満足度
が低い。大学教員間の交流が同じ人種や性別の者同士で行われやすい場合
に、その交流は少数派の満足度の低さに繋がると推察される。分野によって
教員の国籍比や男女比の構成は異なるため一概には結論付けられないが、
今回の対象者の中では特に少数派である AFFF は職務においても少数派で
あり交流に対する満足度が低くなると考えられる。 

学部への帰属意識や教育及び研究時間の職務満足度と大学在職意向との
関係も示されたが、満足度の種類や人種によってその関係性が異なる。例
えば AFFF がテニュアの場合は学部への帰属意識のみ明確に示される
（RQ3）。なお学部への帰属意識が強いほど大学在職意向が強いのは、全群
に共通する。そして研究時間への満足度と在職意向の関係は、女性教員に
おいては示されなかった。Sugimoto et al.（2017）は、研究業績の向上が流
動化につながると報告しているが、研究時間に対する満足度は男性教員に
は当てはまるが、女性教員には当てはまらない。AFFF を含む女性教員の研
究時間と機関流動性との関係は、今後の研究で検討されるべきであろう。 

今回の分析結果は、満足度、媒介要因（属性など）、契機（組織移動）の
間の関係を示した。在職意向の強さと満足度の高さなどの自明な関係も確
認されたが、属性による関係性の違いも示された。具体的には、白人男性米
国籍大学教員の満足度は高く在職意向は弱い。AFFF との違いは明らかで
あり、彼女らは満足度が低く職務継続意向も不確実である。属性によってこ
れらの要因の間の関係は異なる可能性が示唆される。 

AFFF の不確実な在職意向が離職に結びつくには、仕事以外の要因によ
る影響も考えられる。例えば、家族要因である。AFFF はアジア系男性教員
の同僚よりも結婚して子供を持つ割合が低い。このような状況からは、出身
国での雇用機会などによって移動意向が刺激される場合、家族を理由に移
動が妨げられる可能性は低いだろう。留学受入国でのプッシュ要因に差が
なくても、帰国機会に対して、より敏感に反応する可能性がある。しかし、
より詳細な分析は今後の研究課題である。 

この研究には複数の限界がある。分野、研究実績、大学の種類などの重要
なデータが利用できず、また賃金などの外的誘因がコントロールされてい
ない。さらに、外国籍か米国籍かで教員を分類しているため、上位職位に就
くために教員が国籍を変更するケースを十分に捕捉できていない。そして、
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本研究の枠組みはプッシュ・プルの視点に基づいているが、媒介要因間には
相互作用の影響が推察されることや、移動には人的ネットワークも重要な
役割を果たすためこれらを勘案した分析も考えられる。 
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